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現経営計画の概要 
（Ｈ２５～Ｈ２８） 

基本理念：地方公営企業の「経営の原則」である「経済性の発揮」と
「公共の福祉の増進」に基づき、企業局を取り巻く変化に素早く対応し、
「県民生活の向上」に貢献するよう積極的に取り組む。 
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                   総務省からの要請 

  

◆ 「経営戦略」策定要請 

◆ 「経営戦略」策定状況の公表 

●「公営企業の経営に当たっての留意事項について」 （H26.8.29付） 

・中長期的な経営の基本計画となる「経営戦略」を策定し、 
 「経営基盤の強化」と「財政マネージメントの向上」に取り組むこと 
・将来にわたり安定的な事業継続のため、各事業毎に策定。計画期間は、「１０年以上」が基本 
・収支均衡が図られた「投資・財政計画」を策定 
・組織の効率化・人材育成・経営健全化の取組方針を記載 

●「経営戦略の策定推進について」（H28.1.28付） 

（総務省自治財政局3課室長連名通知） 

●「経済・財政再生改革工程表」（H27.12.24付経済財政諮問会議決定） 

・「経営戦略」の策定率をH32年度までに１００％に目標設定 
   毎年、策定状況が個別団体毎に公表 
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経営環境の変化 

新経営計画の策定 

            ・南海トラフ巨大地震、 
               活断層地震への備え 
                 （着実な耐震化対策・老朽化対策の推進） 

            ・電力システム改革への対応              

                 （小売り自由化、発送電分離） 

            ・再生可能エネルギーの導入促進 

１０か年計画（Ｈ２９～Ｈ３８） 
 ・１０か年の投資財政計画 
 ・具体的な行動計画 
 ・意欲的な数値目標 

「戦略的
経営推進
委員会」 

中長期的展望に
立った効率的経営 

経営計画の 
発展的見直し 
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            地方創生に向けた取り組みが必要 
少子高齢化・ 
過疎化の進展 

更なる社会貢献の
充実 

新規事業への取組 

集中的な設備投資
と効率化の必要性 

東日本
大震災 

熊本地震 



◆ 南海トラフ巨大地震への的確な対応 

・地震防災対策行動計画の見直し 
 「地震防災・減災対策 最終報告」（H24.3月） 
 「『とくしま－０作戦』地震対策行動計画」策定（H24.3月）※集中取組期間（H23～H27） 

   ↓   

・徳島県南海トラフ巨大地震被害想定の公表（１次：H25.7、二次：H25.11） 
   ↓ 
・全国初 
 「南海トラフ巨大地震等に係る震災に強い社会づくり条例」制定（H24.12） 
 「徳島県国土強靱化地域計画」策定（H27.3） 
・「戦略的災害医療プロジェクト基本戦略」策定（H28.2） 
   ↓ 

「『とくしま－０作戦』・地震対策行動計画」（後期計画）策定（H28.3月） 
  ○「災害医療体制」の強化      ○広域的な支援体制の構築  
  ○複合災害対応            ○自助意識の向上と実践 
  ○災害情報の伝達強化       ○避難場所・避難所の充実 

 

●計画等の見直し 

                   県全体としての取り組み          （参考） 

４ 



                   県全体としての取り組み         （参考） 
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◇施設状況 

発電所名 取水ダム名 運転開始 最大出力 Ｈ２８予定供給電力量 所在地 

坂    州 追立ダム 昭和２７年 ５月 2,400kW 5,600千kWh 那賀町坂州 

日 野 谷 長安口ダム 昭和３０年１１月 62,000kW 241,200千kWh 那賀町日浦 

川   口 川口ダム 昭和３５年１０月 11,700kW 44,900千kWh 那賀町吉野 

勝   浦 正木ダム 昭和５２年 ５月 11,300kW 34,400千kWh 勝浦町棚野 

ﾏﾘﾝﾋﾟｱ沖洲
太陽光 

平成２５年 ４月 2,000kW 2,332千kWh 徳島市東沖洲 

和田島太陽光 平成２５年１０月 2,000kW 2,360千kWh 小松島市和田島 

計 91,400kW 330,792千kWh 

6 

リニューアル 
工事中 

坂州発電所 日野谷発電所 川口発電所 勝浦発電所 

和田島太陽光 
発電所 

マリンピア沖洲 
太陽光発電所 



◇供給実績 

供給量及び売電収入の推移 

発電量の効果 

発電所名 H27供給電力量 

坂 州 3,466 

日野谷 279,422 

川 口 50,374 

勝 浦 42,717 

ﾏﾘﾝﾋﾟｱ 2,760 

和田島 2,802 

計 381,541 

年度 H24,25 H26,27 H28,29 

売電単価(水力) 7.46 7.91 8.50 

売電単価(太陽光) 40 40 40 

（単位：千ｋＷｈ） 

売電単価の推移 

  

二酸化炭素排出削減量 
     約27万ｔ 
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（単位：円/kWh） 
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◇電力システム改革の進展 

改革 
時期 

平成２７年４月１日施行 
【第１段階】 

平成２８年４月１日施行 
【第２段階】 

平成３２年４月１日施行 
【第３段階】 

改革 
概要 

・電力広域的運営推進機関の 
 設立 

・電気の小売業への参入 
   全面自由化 
・電気事業の類型の見直し 
・卸売りに関する規制の 
  撤廃 

・発送電分離 
（送配電部門の法的分離） 
・電気の小売料金の 
 全面自由化 

影  響 
（主要な     
   もの） 
 

［経営面］ 
・電力需給ひっ迫時等に、  
 経済産業大臣の命により 
 一般電気事業者に電力供給 
 することが義務づけられる。 
［手続面］ 
・国へ「卸供給事業」の届出 
  が必要。 

［経営面］ 
・卸規制の撤廃により、一般電  
 気事業者への供給義務及び 
 卸規制がなくなる。 
［手続面］ 
・「卸供給事業者」から 
   「発電事業者」へ移行必要。 
・広域的運営推進機関への  
   加入が必要 

［経営面］ 
・売電料金への影響が懸念 
 される 
 

［手続面］ 
・現時点では影響がないと 
 思われる。 

対  応 ・「卸供給事業」の届出済み ・発電事業者へ届出済み 
・広域的運営推進機関へ 
 加入済み 
・四国電力へ新料金により 
  供給開始（H28・29料金） 

8 



◇電気事業が果たす役割 

    ◇再生可能エネルギーへの取り組み 

・県内世帯数の 約３割  
   を賄う電力量を供給 

 ・クリーンエネルギーで電力需要の一部を賄う 
 ・河川行政部門との連携（水力発電） 
 ・事業運営を通じた地域貢献 

潮流発電・小水力発電導入可能性調査 

２メガソーラ太陽光発電所の建設 

既設 ４水力発電所の機能維持 
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～技術者集団の挑戦～ 

佐那河内風力発電所の建設・実証実験 

新たな再生可能エネルギーへの
取組 



 

     

◇地域貢献への取り組み 

 

・ダム水源地サポート事業 
・森づくり支援事業      

自然エネルギー教育啓発施設の設置 施設見学会の開催 

日野谷発電所の
見学 

川口発電所の
見学 

資金面での貢献 
 

・小水力発電等の適地調査  
・市町村等における小水力 
 発電導入等の技術支援      
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川口ダム  
自然エネルギー 
ミュージアム 

H28.7.23 
オープン 

技術面での貢献 

和田島太陽光発電所の見学 
太陽光発電 

赤松川支水路 
小水力発電 

実物の水車 



総資本経常利益率 経常収支比率 売上高経常利益率 

全国平均 119.6 % 全国平均  1.85 % 全国平均 17.0 %  

H25年度数値 

kWh当たり 
料金    (円) 

(卸供給実績単価) 

～全国比較～ 
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1 山形県 5.70% 

2 岡山県 3.77% 

3 東京都 3.74% 

4 愛媛県 3.35% 

5 島根県 3.23% 

6 富山県 2.76% 

7 長野県 2.53% 

8 鳥取県 1.99% 

9 秋田県 1.95% 

10 北海道 1.78% 

11 徳島県 1.67% 

12 高知県 1.56% 

13 大分県 1.48% 

14 三重県 1.42% 

15 山梨県 1.33% 

16 熊本県 1.28% 

17 宮崎県 1.24% 

18 群馬県 1.20% 

19 山口県 1.19% 

20 岩手県 1.13% 

21 神奈川県 1.10% 

22 栃木県 1.04% 

23 新潟県 0.83% 

24 福岡県 0.62% 

25 兵庫県 0.27% 

26 京都府 -1.43% 

1 秋田県 6.59  

2 岩手県 6.62  

3 新潟県 7.14  

4 富山県 7.50  

5 長野県 7.81  

6 高知県 7.99  

7 山梨県 8.27  

8 徳島県 8.34  

9 栃木県 8.40  

10 群馬県 8.65  

11 京都府 8.74  

12 愛媛県 8.89  

13 山口県 8.95  

14 宮崎県 9.05  

15 福岡県 9.60  

16 大分県 9.65  

17 北海道 9.76  

18 鳥取県 10.26  

19 島根県 11.41  

20 熊本県 12.28  

21 山形県 12.41  

22 岡山県 13.06  

23 東京都 14.50  

24 三重県 15.02  

25 神奈川県 18.00  

26 兵庫県 40.00  

1 山形県 45.6% 

2 愛媛県 27.3% 

3 東京都 27.1% 

4 岡山県 27.1% 

5 兵庫県 26.5% 

6 長野県 22.0% 

7 富山県 21.5% 

8 島根県 20.8% 

9 徳島県 17.3% 

10 北海道 17.1% 

11 宮崎県 16.0% 

12 山梨県 15.0% 

13 秋田県 15.0% 

14 鳥取県 14.3% 

15 大分県 14.1% 

16 熊本県 13.8% 

17 高知県 13.4% 

18 群馬県 13.3% 

19 岩手県 11.3% 

20 新潟県 10.1% 

21 山口県 9.5% 

22 三重県 9.0% 

23 栃木県 8.9% 

24 神奈川県 8.6% 

25 福岡県 5.8% 

26 京都府 -11.4% 

1 山形県 181.5% 

2 東京都 136.9% 

3 岡山県 136.1% 

4 兵庫県 136.1% 

5 愛媛県 135.7% 

6 長野県 127.4% 

7 富山県 127.1% 

8 島根県 124.8% 

9 北海道 120.5% 

10 徳島県 120.4% 

11 宮崎県 117.6% 

12 秋田県 117.5% 

13 山梨県 117.4% 

14 鳥取県 116.4% 

15 熊本県 115.5% 

16 大分県 115.4% 

17 群馬県 115.2% 

18 高知県 115.2% 

19 岩手県 112.4% 

20 新潟県 111.2% 

21 山口県 110.4% 

22 栃木県 109.7% 

23 神奈川県 109.2% 

24 三重県 106.3% 

25 福岡県 105.8% 

26 京都府 91.4% 



施設の老朽化、耐震化対策 

電力システム改革への対応 

 ・発電施設の老朽化対策が必要。 
  （那賀川水系の発電所は運転開始後５０年以上経過） 
 ・発生が懸念される南海トラフ巨大地震等への対応が急務。 
 ・老朽化及び耐震化対策工事に多額の経費が必要。 
  （Ｈ２７～３６年度の１０年間で約１００億円）   ※内部留保で対応予定 

 ・家庭や中小企業などの電力市場が開放され、新たな電気事業者が供給  
   できるようになったことや、今後「発送電分離」を控えていることから、 
   電力市場価格の変動により、今後の売電料金への影響が懸念される。 
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H29 予備発電設備取替 
 
 

H31 主配電盤等取替 
H31 ガス遮断器・開閉器取替 
H33 ２号水車発電機内部点検 
   手入れ 
H33 遠方監視制御装置取替 
H36 １号水車発電機内部点検 
   手入れ 
H36 浮ゲート巻上機取替 
 

H31 明神ダム巻上機取替 
H32 ２号水車発電機改良及び 
   内部点検手入れ 
H33 遠方監視制御装置取替 
H34 ３号水車発電機改良及び 
   内部点検手入れ 
H36 １号水車発電機改良及び 
   内部点検手入れ 
 
 

H33 遠方監視制御装置取替 
H34 棚野ダム自動制御装置 
   取替 

H27-29 発電所擁壁耐震対策 
H30   水路橋・水圧鉄管 
     耐震対策         
 

総合管理事務所 

H26-28 水力発電集中監視 
     制御システム取替 
H29   無停電電源装置取替 
H35     水力発電集中監視制 
      御システム補修 

 

施設の耐震化対策 

施設の老朽化対策 

安全 
安心 

老朽化・耐震化対策  約１００億円 

 
 
 
 

 
 

             

    27  ｜  28  ｜   29  ｜   30  ｜  31  ｜   32   ｜   33  ｜   34  ｜  35  ｜  36 

単位：百万円 年度 

発電設備 改良等 ７，６７０ 

 ゲート設備 ４，１４０ 

１０か年計画 

H27-28 発電所建物建替 

     発電所下部擁壁耐震 
H25-28 坂州橋架替（撤去） 

H26-28 大規模改良 
 水車発電機取替 
 発電機制御盤・調速機等取替 
 計器盤及び継電器盤取替 
 応水制御盤取替 
 遠方監視制御装置取替 
 屋外機器取替 等 
 

坂 州 発 電 所 日 野 谷 発 電 所 川 口 発 電 所 勝 浦 発 電 所 

基盤 
 

強化 

H30-35洪水吐ゲート耐震対策 
 
 

赤字は平成２８年度主要事業 

自然エネルギーによる安定した発電を展開していく電気事業１０か年計画 
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戦略的な 
老朽化・ 

設備更新
等を推進   
１２５億円 建物･土木設備 ７３４ 

和田島太陽光発電所 

ﾏﾘﾝﾋﾟｱ沖洲太陽光発電所 
H35 パワーコンディショナ取替 



事業名 水源 運転開始 給水能力 Ｈ28契約水量 給水区域 

吉野川北岸 旧吉野川表流水 昭和４３年４月 160,000㎥/日 105,570㎥/日 徳島市、鳴門市、
松茂町、北島町 

阿    南 那賀川伏流水 昭和４５年４月  93,000㎥/日   76,500㎥/日 阿南市 

計 253,000㎥/日 182,070㎥/日 

◇施設状況 

阿南工業用水道 吉野川北岸工業用水道 
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浄水場 取水塔 



◇供給実績 

Ｈ２７日平均給水量 

給水単価 

単  価 備  考 

吉野川 １４．８円/㎥ Ｈ８． ４～ 

阿  南 １６．０円/㎥ Ｈ５．１０～ 

給水量 契約水量 未売水量 

吉野川 51,938 105,820 53,882 

阿  南 63,272 76,500 13,228 

計 115,210 182,320 67,110 

（単位：㎥/日） 
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※基本料金の単価を示す（超過料金は２倍） 

給
水
量
（千
㎥
） 

料
金
収
入
（百
万
円
） 

給
水
先
数 

給水量の推移 

給水先数の推移 



◇工業用水道事業が果たす役割 

◇南海トラフ巨大地震対策（実施中） 

・産業活動に不可欠な工業用水を低廉な価格で 
 安定的に供給。 
・輸液、LEDで全国シェアが大きい企業や、 
 大規模火力発電所に給水し、国民生活を支える。 

 
 
 

・輸液全国シェア  ５０％超 
・ＬＥＤ世界シェア  ２０％超 

・火力発電所 約４００万kW 

 

１０か年（Ｈ２４～Ｈ３３）計画 

主要給水先の状況 

施設の耐震化 

安全度向上 

緊急供給対策 

ソフト対策 

 24   25    26    27    28    29    30    31    32    33  

管路二重化 

ﾎﾟﾝﾌﾟ車、農水 

倉庫、資機材 

 
 

 ・当面、料金改定を   
  行わず、累積赤字  
 が発生しない範囲 
 で実施 

実施方針 
年度 

事業費 ８６億円 
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今年度中間年で見直し実施 

管路更新 水管橋 

優先順位付け  
老朽度、重要度、復旧難易度等 



◇頻発する渇水 

◇未利用資源の有効活用 

那賀川の渇水 

発生泥土の有効活用 

 ・阿南工業用水道では、渇水が頻発。 
 ・取水制限により受水企業は生産調整等による被害が発生。 
 ・地下水送水設備（２か所）の新設により、被害は軽減。 

 ・吉野川北岸工業用水道の発生泥土（産業廃棄物）を有効活用 
 ・園芸用土や工業製品（南蛮漆喰）の原料として活用。 
 （販売価格：１００円／ｔ） 
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総 資 本 
建設改良費率 

総 資 本 
有形固定資産比率 

 全国平均 120.0 % 全国平均 1.64 %   全国平均 64.8 %  

㎥当たり料金(円) 
(料金算定分) 

経常収支比率 

～全国比較～ 
H25年度数値 
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1 福島県 6.62  

2 宮崎県 7.13  

3 青森県 7.61  

4 大分県 9.90  

5 山口県 11.10  

6 和歌山県 11.35  

7 岡山県 12.20  

8 兵庫県 13.90  

9 静岡県 14.51  

10 徳島県 15.45  
11 秋田県 15.48  

12 高知県 16.49  

13 愛媛県 17.06  

14 島根県 17.41  

15 三重県 19.40  

16 北海道 19.71  

17 京都府 19.80  

18 群馬県 22.60  

19 新潟県 23.39  

20 富山県 23.95  

21 鹿児島県 24.37  

22 広島県 25.11  

23 千葉県 26.55  

24 埼玉県 26.85  

25 佐賀県 27.37  

26 福井県 28.12  

27 茨城県 28.41  

28 愛知県 29.10  

29 鳥取県 29.76  

30 山形県 30.87  

31 滋賀県 34.56  

32 香川県 34.78  

33 沖縄県 36.44  

34 福岡県 38.06  

35 宮城県 42.25  

36 東京都 53.83  

37 熊本県 56.41  

38 栃木県 57.14  

39 岩手県 64.28  

40 岐阜県 72.40  

1 島根県 96.8% 

2 鹿児島県 95.9% 

3 北海道 92.6% 

4 山形県 91.9% 

5 福島県 90.5% 

6 富山県 90.1% 

7 新潟県 89.3% 

8 岩手県 88.3% 

9 宮城県 87.4% 

10 岐阜県 86.4% 

11 山口県 86.1% 

12 栃木県 83.8% 

13 高知県 83.2% 

14 福井県 82.6% 

15 群馬県 82.2% 

16 東京都 81.2% 

17 秋田県 80.8% 

18 三重県 80.5% 

19 静岡県 79.1% 

20 広島県 78.0% 

21 鳥取県 76.6% 

22 京都府 73.1% 

23 兵庫県 73.1% 

24 徳島県 73.0% 
25 滋賀県 72.3% 

26 愛媛県 71.7% 

27 岡山県 68.6% 

28 佐賀県 68.1% 

29 香川県 62.9% 

30 青森県 58.4% 

31 大分県 57.2% 

32 千葉県 56.4% 

33 宮崎県 54.6% 

34 和歌山県 53.1% 

35 埼玉県 50.8% 

36 茨城県 47.4% 

37 愛知県 45.1% 

38 沖縄県 40.9% 

39 福岡県 37.5% 

40 熊本県 36.8% 

1 徳島県 10.01% 
2 広島県 7.16% 

3 京都府 6.04% 

4 大分県 4.79% 

5 富山県 4.71% 

6 岩手県 4.22% 

7 福井県 3.95% 

8 高知県 3.78% 

9 岡山県 3.11% 

10 山形県 3.09% 

11 香川県 3.07% 

12 秋田県 3.05% 

13 和歌山県 3.00% 

14 福岡県 2.90% 

15 埼玉県 2.35% 

16 福島県 2.31% 

17 三重県 2.00% 

18 佐賀県 1.98% 

19 青森県 1.92% 

20 静岡県 1.91% 

21 熊本県 1.85% 

22 島根県 1.84% 

23 茨城県 1.73% 

24 滋賀県 1.70% 

25 鹿児島県 1.52% 

26 群馬県 1.40% 

27 岐阜県 1.39% 

28 新潟県 1.28% 

29 北海道 1.28% 

30 栃木県 1.26% 

31 山口県 1.04% 

32 愛知県 1.02% 

33 宮城県 0.76% 

34 愛媛県 0.65% 

35 宮崎県 0.62% 

36 千葉県 0.46% 

37 東京都 0.35% 

38 鳥取県 0.29% 

39 兵庫県 0.26% 

40 沖縄県 0.09% 

1 宮崎県 149.5  

2 香川県 149.0  

3 茨城県 143.5  

4 滋賀県 137.4  

5 岡山県 134.8  

6 福岡県 133.7  

7 愛媛県 132.3  

8 兵庫県 132.0  

9 秋田県 129.2  

10 和歌山県 128.5  

11 山口県 127.9  

12 山形県 126.5  

13 岐阜県 126.2  

14 栃木県 125.9  

15 青森県 124.7  

16 千葉県 122.8  

17 大分県 121.9  

18 宮城県 120.4  

19 福井県 118.8  

20 徳島県 118.6  
21 埼玉県 117.9  

22 富山県 116.0  

23 岩手県 115.7  

24 三重県 114.3  

25 広島県 113.3  

26 高知県 111.8  

27 群馬県 111.4  

28 愛知県 110.8  

29 沖縄県 110.3  

30 福島県 110.2  

31 京都府 108.5  

32 北海道 106.5  

33 静岡県 105.4  

34 佐賀県 101.0  

35 東京都 100.0  

36 鹿児島県 93.8  

37 島根県 92.2  

38 新潟県 84.7  

39 熊本県 79.5  

40 鳥取県 63.5  



未売水対策 

 ・南海トラフの巨大地震対策や埋設管路等の更新に莫大な経費が必要。 
 ・経営への影響を考慮しながら、順次対策に着手。 
  （現在：Ｈ２４～３３年度の１０か年計画を実施中） 
 ・活断層直上の工業用水道管路に対する備え。 
 ・電気・機械設備も更新後２０年が経過し、今後故障リスクも高まるため 
   計画的な更新が必要。  

 ・未売水の低減。（未売水率：吉野川工水約３４％、阿南工水約１８％） 
 ・近年の経済情勢から、契約水量の増量や新規契約は厳しい状況。 

施設の老朽化・耐震化対策 
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南海トラフの巨大地震対策及び基盤強化                 

ユーザー負担を最小限に抑えた１０か年計画(後期５か年) 

地震対策内容 吉野川北岸工業用水道 阿南工業用水道 

 
 

 
 

緊急供給 
対策 

施設耐震化 

○管路の連結 

ソフト対策 

○管路管理ｼｽﾃﾑ整備 
○災害用備蓄資機材整備 

管路の 
更新 

 
 

○鳴門配水本管       ○今切配水本管 
○今切第１配水支管     ○松茂配水支管 
○今切第２配水支管     ○導水管 
○今切第３配水支管 
  （二重化部分以外） 
 
 

○送水管（ＰＣ管以外）  ○集水管 
○配水本管 
○幸野配水支管       ○大潟配水支管 
○辰巳配水支管        ○小勝配水支管 

○ ＰＣ管（送水管） 
  耐震化 

○大型ポンプ車による河川水取水 
○農業用水管渠からの取水 

○管路の連結 
○管路の二重化 

○水管橋耐震化 

○管路管理ｼｽﾃﾑ整備 
○災害用備蓄資機材整備 
 （資機材の追加配備） 

安全度向上 

１０か年計画  ８６億円（H24～33） 

地震対策内容 

単位：百万円 

  28  ｜  29  ｜   30  ｜   31  ｜  32  ｜   33   ｜   34  ｜   35  ｜  36  ｜  37 

６００ 

施設の耐震化 

安全性の向上 

緊急対策 １８８ 

ソフト対策 

本年度、 

熊本地震踏まえ
見直し実施 

ハ
ー
ド
対
策 
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年度 

経営状況見ながら実施判断 ３，６１５（主に管路） 水管橋等 

電気機械 
主要設備 
更新 

赤字：対策完了 
  及び着手済 

追加配備 

老  朽  化  対  策       約２８億円 施設の老朽化対策 



団地名 造成年度 造成面積 工業用地面積 進出企業数 

三好地区工業用地 昭和43～44年度      16,529㎡      16,529㎡ １ 

美馬地区工業用地 昭和43～45年度      31,140㎡      30,169㎡ １ 

鴨島中央工業団地 昭和48～58年度     136,797㎡     122,010㎡ ４ 

土成工業団地 昭和59～62年度   198,312㎡     165,352㎡ ８ 

辰巳工業団地 昭和43～平成９年度 1,259,474㎡ 1,170,016㎡ ６ 

西長峰工業団地 平成元 ～ ４年度   182,721㎡    122,525㎡ ３（分譲済：ﾘｰｽ含） 

◇施設の状況 

◇西長峰工業団地 

分譲面積 分譲価格 

対象業種 ・製造業 ・道路貨物運送業、 
・倉庫業、・こん包業、・卸売り業 

平均15,377円／ｍ2 

リース契約 ・リース期間 
     10年～20年間 

・リース料金 
     288円／ｍ2・年 
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 ９．３ｈａ（３区画） 

 ＡＢ区画 ３ｈａ（２区画） 



未売地対策等 

  ・西長峰工業団地の１区画がリース 
  契約。 
   
 ・企業側は、H32年度末のリース契約 
   終了時までに業績見ながら検討。 
 

   ・商工労働部と連携しながら、買取に   
   向けた働きかけを行う。 

 ＡＢ区画 ３．０ｈａ（２区画） 
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施設名 供用開始 収容台数 営業時間 備  考 

藍場町地下駐車場 昭和４８年４月 ２９５台 ＡＭ７時～ＰＭ１１時 車いす使用可４台 

松茂駐車場 平成１５年４月 ２３０台 
ＡＭ４時30分～翌ＡＭ２時 
（出庫は２４時間可） 車いす使用可５台 

計 ５２５台 

◇施設の状況 

藍場町地下駐車場 松茂駐車場 
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施設名 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

藍場町地下駐車場 152,057 142,933 138,124 139,243 154,561 

松 茂 駐 車 場 58,400 57,374 56,492 56,670 56,564 

計 210,457 200,307 194,616 195,913 211,125 

◇駐車実績 

駐車台数の推移 

施設名 料  金 

藍場町地下
駐 車 場 

最初の１時間 ３００円 
以後３０分毎に１５０円 

平日上限１０００円
（H27.7） 

 

松茂駐車場 

最初の１時間   無料 
以後１時間毎に１００円 
上限    １日目６００円 
   ２日目以降５００円 

普通駐車の料金 

（単位：台） 指定管理者 

・平成１８年度
から指定管理
者制度を導入 

（Ｈ２４年度から
㈱ティビィケイ） 
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駐
車
台
数
（千
台
） 



藍場町地下駐車場施設の老朽化 

・藍場町地下駐車場は、土木構造物が老朽化し、漏水等も発生。 
 （設置後、約４０年が経過，耐震化は完了） 

 ・藍場町地下駐車場は、周辺への民間駐車場の増加や郊外への 
   大型店舗の進出等により、利用者低減していたものの、 
  平日上限制の導入や文化センター閉館に伴うあわぎんホールの利用 
   増加で利用台数が増加しつつある。 
 ・松茂駐車場は、周辺の民間駐車場増加に伴い、利用者微減 

駐車台数 
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スマート回廊地域創造事業 ～那賀川水系からの地方創生～ 



 「企業の経済性の発揮」と「公共の福祉の増進」という「経営の基本原則」に則り、 
 「県民目線」、「現場主義」のもと、「一歩先の未来」を切り拓くべく、 
 「県民生活の向上」と「地域社会への貢献」に全力で取り組む。 

経営理念 
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 Ⅰ 平時・災害時の両面での 

         「安全安心で安価・良質なサービス」の提供 
 Ⅱ 「地方創生」、「環境保全」、「技術振興」、「観光交流」などの 

    様々な分野と連携した「社会貢献の推進」 
 Ⅲ 社会環境が大きく変化する中、 

    「人材育成」や「資源の有効活用」による経営力の強化 

経営目標 

 今年度、現計画の終期にあたり、先の１０年を見据え、「安全安心」もとより、「様々な行政
分野との施策連携」や「地方創生など地域との連携」、「自然エネルギー社会に向けた加速
推進や先導的な取組・研究」などを通じて、さらに公営企業としての取組を加速する。 
 １０カ年計画（平成２９年度～平成３８年度）とする。（総務省通知への対応） 
  （計画は、適宜見直しを行うこととし、５年後、平成３３年度に見直し） 
 

計画の目的と期間 



 

○小水力発電への先導的取組 
 小水力発電の事業化を 
  見据えた適地での実地調査  
 
○水素社会実現への取組 
 自然エネルギー由来の 
 水素ステーションの設置検討  
 
○未利用エネルギーの 
 洋上風力発電などの 
  未利用エネルギーの 
  調査研究 
 

 
 
 

 

○スマート回廊の「観光資源」  
 としての活用 
 地元企業や町観光施設と 
  の連携 
 日本科学未来館との連携 
 名物、イベントの創出 
    ジビエダムカレー 
    ドローンレース 
 
○森林の公有林化促進 
 町が進める森づくりへの 
  支援（農林水産部と連携） 
 
○ダム水源地域の漁業振興 
 陸封アユ等の調査研究 
   （農林水産部と連携） 
  
 
 

 

 

○工業用水道の管路耐震化 
 現計画からの前倒しを検討 
 
○施設の耐震化の着実な推進 
 発電施設耐震化H30：93%  
 工水施設耐震化H30：100% 
 優先度ランクの高い工水 
  管路８．４ｋｍ  H30：40% 
 
○活断層地震への対策 
 発災箇所を想定した、復旧 
  訓練の実施と資機材の配備 
 
○連続地震を想定した対応 
 ＢＣＰの見直し 
   施設の被災状況に応じた 

   柔軟な対応  

 
 

自然エネルギー 
の導入を加速 

地方創生の推進 安全安心への対応 
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重点取組の一例 

「県民生活の向上」 「地域社会への貢献」 



経営
理念 

 

現  場 

行動計画 

経営戦略 

経営目標 

対象領域 

 
 

・コ  ス  ト 
・品    質 
・スピード 
・サービス 

顧客満足度 

問題見える化 状況 経営 

顧客 知識 

人づくり 

ＰＤＣＡサイクル 

今後の経営のあり方（新経営計画） 
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電気・工水・土地・
駐車場事業 

取り組むべき 
具体的な施策 

企業局の目指す
べき道筋 

10年先を見据え
た目標 

各事業毎の 
戦略 


